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検討の経緯
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経済産業省

（独）宇宙航空研究開発機構

我が国の宇宙開発利用推進体制（平成２４年７月以降）

宇宙開発戦略本部
（本部長：内閣総理大臣）

内閣官房
宇宙開発戦略本部事務局

意見・勧告 調整

宇宙政策委員会

宇宙戦略室
【内閣補助事務】 ・企画・立案・総合調整
【分担管理事務】 ・関係行政機関の事務調整

・宇宙開発利用の推進（他省の所掌に属するものを除く。）
・公共用又は公用に供される人工衛星等の開発・整備・運用等
（実用準天頂衛星システムなど）

※文部科学省の宇宙
開発委員会は廃止

文部科学省

主務省・主務大臣 主務大臣
【追加】

政令共管（個別事業）
【追加】

総務省

主務大臣 主務大臣
【追加】

独法評価委
JAXA分科会

独法評価委JAXA部会

内閣府

独法評価委JAXA部会 独法評価委
情報通信・宇宙開発分科会

・中期目標の作成、
中期計画の認可
・年度業績評価 等

各 省
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一次的な調整

本部事務



安全保障政策との一層の連携強化の必要性

産業基盤維持・強化の必要性

「国家安全保障会議」新設
「国家安全保障戦略」策定 宇宙の安全保障利用の強化

が喫緊の課題に
宇宙の安全保障利用の強化

が喫緊の課題に

宇宙産業の
事業撤退・人員減少

産業基盤が弱体化し
「自律性の確保」が困難に

産業界の「投資の予見可能性」
を高める「長期的整備計画」
を国が策定することが必要に

産業界の「投資の予見可能性」
を高める「長期的整備計画」
を国が策定することが必要に

「日米宇宙協力の新たな
時代」の到来

宇宙政策委員会 基本政策部会 設置
（平成26年6月26日第25回宇宙政策委員会）の経緯

宇宙政策委員会に基本政策部会
を設置し、これらの課題を検討 5



基本政策部会 委員名簿

部会長 中須賀 真一 東京大学大学院工学系研究科教授

部会長代
理

山川 宏 京都大学生存圏研究所
宇宙圏航行システム工学分野教授

青木 節子 慶應義塾大学総合政策学部教授

片岡 晴彦 株式会社ＩＨＩ顧問、前防衛省航空幕僚長

久保 文明 東京大学大学院法学政治学研究科教授

後藤 高志 株式会社西武ホールディングス代表取締役社長

白坂 成功 慶應義塾大学大学院
システムデザイン・マネジメント研究科准教授

松井 孝典 千葉工業大学惑星探査研究センター所長、
東京大学名誉教授 6
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宇宙開発戦略本部における内閣総理大臣指示（平成２６年９月１２日）

新宇宙基本計画の策定

平成２６年９月１２日、安倍総理は、第８回宇宙開発
戦略本部会合を開催した。山口宇宙政策担当大臣
から宇宙政策委員会での検討状況等が説明され、
安倍総理は、次のように述べた。

「前回の宇宙基本計画の策定以降、我が国を取り巻
く外交・安全保障環境は急速に変化しており、我が
国の安全保障上、宇宙の重要性は著しく増大してい
ます。
一方、我が国では、宇宙関連企業の事業撤退、人
員減少が相次ぐなど、自前で宇宙開発利用を行う産
業基盤が揺らぎつつあり、その回復・強化が喫緊の
課題となっています。
こうした状況を踏まえ、新たな宇宙基本計画を策定いたします。新計画は、安倍政権の新た
な安全保障政策を十分に反映するとともに、投資の予見可能性を高め、宇宙産業基盤を強化
するため、１０年の長期整備計画といたします。併せて厳しい財政制約を踏まえ、できる限り、
施策の優先順位を明らかにしたいと考えます。
山口大臣が中心となって、関係閣僚と連携して年末を目途に、新基本計画を策定していただ
きたいと思います。」



宇宙開発戦略本部会合（第８回）における総理指示を踏まえ、宇宙開発戦略本部に
おける新宇宙基本計画の策定に資するべく、基本政策部会中間とりまとめで掲げら
れた検討すべき項目等につき、以下の方針で検討を進める。

【検討スケジュール（案）】

○ 9月18日（木） 第27回宇宙政策委員会
⇒ 総理指示を踏まえた、今後の宇宙政策委員会の進め方を議論

⇒ 以後、宇宙政策委員会及び基本政策部会を中心とする各部会において検討

○ 10月末～11月初 宇宙政策委員会
⇒ 「新宇宙基本計画」に盛り込むべき内容の取りまとめ

その後、新「宇宙基本計画」（素案）及び工程表のパブリックコメントなどを経て、

○11月末～12月初 宇宙政策委員会

⇒ 新「宇宙基本計画」（案）の作成

今後の宇宙政策委員会の検討の進め方 （平成26年9月18日第27回宇宙政策委員会）
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新宇宙基本計画（素案）の概要
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新「宇宙基本計画」（素案）

○宇宙政策を巡る環境変化を踏まえ、「国家安全保障戦略」に示された新たな安全保障政策を十分に反映し、また産業界の
投資の「予見可能性」を高め産業基盤を維持・強化するため、今後20年程度を見据えた10年間の長期的・具体的整備計画
として新たな「宇宙基本計画」を策定する。

２．宇宙政策の目標

１．宇宙政策を巡る環境認識

３．宇宙政策の推進に当たっての基本的なスタンス

宇宙空間の安定利用を妨げるリスクが深刻化
－宇宙ゴミ（デブリ）が増え、対衛星攻撃の脅威も増大
－これらのリスクに効果的に対処し宇宙空間の安定的
利用を確保する必要

宇宙空間におけるパワー・バランス変化
－かつての米ソ二極構造は多極構造へと転換
－宇宙活動国増加に伴い、商業宇宙市場が拡大

宇宙空間の安全保障上の重要性が増大
－ 国家安全保障戦略を踏まえ安全保障分野で
宇宙を積極的に活用していくことが必要に

－日米宇宙協力の新しい時代が到来

地球規模課題解決に宇宙が果たす役割が増大
－エネルギー、環境、食糧、自然災害等の地球規模課
題が顕在化し国際社会にとって大きな脅威に

－わが国も宇宙システムを活用し地球規模課題解決へ
貢献する必要

我が国宇宙産業基盤がゆらぎつつある
－ 自前で宇宙活動するため産業基盤は不可欠
－ しかし「投資の予見可能性」不足等の要因に
より事業撤退が相次ぎ、新規参入も停滞

科学技術を安全保障・産業振興に活かす
有機的サイクルが不在
－宇宙の安保利用に関する研究開発や、民生
宇宙分野の研究開発成果を産業振興に活用
する取組が不十分

民生分野における宇宙利用推進

①宇宙を活用した地球規模課題解決と安全・安心で豊
かな社会の実現

②関連する新産業の創出（Ｇ空間情報の活用等）

宇宙安全保障の確保

①宇宙空間の安定的利用の確保
②宇宙を活用した我が国の安全保障能力の強化
③宇宙協力を通じた日米同盟等の強化

産業・科学技術基盤の維持・強化

①宇宙産業関連基盤の維持・強化
②価値を実現する科学技術基盤の維持・強化

予算配分に見合う政策効果の実現を重視

－政策項目ごとに今後10年の明確な成果目標を設定
－事前の検討のみならず事後の評価を徹底。検証・評

価・改善のサイクルを回し、政策効果の最大限の発
揮を追求

宇宙利用による価値の実現（出口戦略）
を重視

－安全保障や産業振興等の宇宙利用ニーズを
十分吸い上げ、体系的に具体化・明確化

－宇宙システムが利用ニーズに対しどのように
貢献するのかにつき事前に十分に検討

個々の取組の達成目標を固定化せず
環境変化に応じて意味のある目標に

－環境変化や進捗状況の検証結果を踏まえ政策
の達成目標を柔軟に見直し、新規施策を追加

－宇宙基本計画は「本文」「工程表」の二部構成と

し「工程表」を毎年宇宙開発戦略本部で改訂し
「常に進化し続ける宇宙基本計画」とする

１

２

３

４

５

６

平成26年11月7日
内閣府宇宙戦略室

２ ３１

１ ２ ３

環境認識、目標、基本的ｽﾀﾝｽ

宇宙政策の目標のうち「宇宙安全保障の確保」を重点課題として位置付け環境変化等を配慮しつつ以下の３点を踏まえて宇宙政策を推進。

【説明資料】
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４．具体的アプローチ（１） 目標達成に向けた政策体系４．具体的アプローチ（１） 目標達成に向けた政策体系

４．具体的アプローチ（２） 具体的取組４．具体的アプローチ（２） 具体的取組

宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針

衛星測位

個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策

宇宙開発利用全般を支える体制・制度等の強化策

宇宙外交の推進及び宇宙分野に関連する海外展開戦略の強化

衛星リモートセンシング

衛星通信・衛星放送

宇宙輸送システム

宇宙状況把握

海洋状況把握

早期警戒機能等 宇宙システム全体の抗たん性強化

宇宙科学・探査、有人宇宙活動

民生分野における宇宙利用推進宇宙安全保障の確保 産業・科学技術基盤の維持・強化
 準天頂衛星・日米衛星測位協力
 SSA・日米SSA協力
 デブリ除去技術
 Xﾊﾞﾝﾄﾞ防衛衛星通信網
 情報収集衛星
 即応型の小型衛星、早期警戒、日米MDA協力
 先進光学衛星、先進ﾚｰﾀﾞ衛星、光ﾃﾞｰﾀ中継衛星等

 気象衛星ひまわり
 ＧＯＳＡＴ、環境観測衛星、資源探査衛星
 準天頂衛星、情報収集衛星
 先進光学衛星、先進ﾚｰﾀﾞ衛星、光ﾃﾞｰﾀ中継衛星
 衛星測位情報とG空間情報の連携による自動化・
無人化・省力化の実現。

 ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ情報等のﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ処理による新産業
創出

 新型基幹ロケット、イプシロンロケット
 技術試験衛星
 政府が「工程表」に沿って着実に施策を実施。
宇宙機器産業の事業規模として「官民合わせて10年間
で5兆円」を目指し、その実現に向けた取組を進める

 利用ﾆｰｽﾞを踏まえたJAXA・官民の研究開発により、
科学技術・安全保障・産業振興の有機ｻｲｸﾙを構築

新規参入を促進し宇宙利用を拡大するための総合的取組

宇宙システムの基幹的部品等の安定供給に向けた環境整備

将来の宇宙利用の拡大を見据えた取組

政策の推進体制の総合的強化 調査分析・戦略立案機能の強化

国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進

法制度等整備 （宇宙活動法、ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞに関する法律等【再掲】）

宇宙空間の法の支配の実現・強化 国際宇宙協力強化

「宇宙システム海外展開タスクフォース（仮称）」の立ち上げ

 準天頂7機体制の確立  情報収集衛星の機能強化・機数増
 即応型の小型衛星関連調査
 先進光学衛星、 先進ﾚｰﾀﾞ衛星
 ひまわり8号、9号、後継機
 GOSAT2、GOSAT3

 次期技術試験衛星
 光ﾃﾞｰﾀ中継衛星
 Xﾊﾞﾝﾄﾞ防衛衛星通信網3機体制の確立

 新型基幹ﾛｹｯﾄ
 ｲﾌﾟｼﾛﾝﾛｹｯﾄ
 射場

 SSA関連施設の整備及び政府一体の
運用体制の確立

 宇宙科学・探査ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを参考にしつつ、今後10年で中型3機、小型5機を打上。
 ISS：平32年までの対応及び平36年までの延長については他国動向等も十分勘案し費用
対効果等を総合的に検討。

 国際有人探査：他国動向も十分勘案の上、外交、産業、費用等の観点から総合的に検討。

 「宇宙活動法」やﾘﾓ-ﾄｾﾝｼﾝｸﾞに関する法律等

 部品戦略を策定し関連計画に反映
 軌道上実証実験

 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機に宇宙を活用した先導的社会実証実験を実施
 LNG推進系の実証試験、再使用型宇宙輸送ｼｽﾃﾑの研究開発、宇宙太陽光発電等

 米国、欧州、豪州、ＡＳＥＡＮ等

 官民一体となって国際商業宇宙市場を開拓する枠組みの構築

１ ２ ３

平成26年11月7日
内閣府宇宙戦略室

政策体系、具体的取組

調整中

調整中

新「宇宙基本計画」（素案）【説明資料】
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意見募集（パブリックコメント）の概要
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新「宇宙基本計画」（素案）に関する意見募集について
（平成26年11月22日内閣府宇宙戦略室）

13

今般、宇宙政策委員会の審議を経て、新「宇宙基本計画」（素案）を取りまとめたところであります。
新たな宇宙基本計画の本文に相当する新「宇宙基本計画」（素案）につきましては、平成２６年１１月
２１日（金）をもって意見の募集を締め切ったところですが、今般、宇宙政策委員会の審議を経て、新
「宇宙基本計画」（素案）の付属書となる各プロジェクトについての工程表（素案）を取りまとめました。
このため、広く国民の皆様から、下記のとおり、新「宇宙基本計画」工程表（素案）に関する意見を募集
致します。
皆様からいただいた御意見につきましては、担当部局において取りまとめた上で、検討を行う際の
資料とさせていただきます。
なお、意見に対する個別の回答は致しかねますので、あらかじめその旨、御了解願います。

 意見募集対象
新「宇宙基本計画」本文及び工程表（素案）

 意見募集期間
本文：平成２６年１１月８日（土）から平成２６年１１月２１日（金）まで（済）

工程表：平成２６年１１月２２日（土）から平成２６年１１月２８日（金）まで

 その他

新「宇宙基本計画」(素案)中、【調整中】と記載されている箇所は、平成２７年度の概算要求等に
関連するものであり、現時点で年度や機数を特定することが困難なものです。

詳細等は、内閣府宇宙政策のホームページの最近のトピックスをご覧ください。
http://www8.cao.go.jp/space/plan/plan2/public_comment_koutei.html



（２） 具体的取組

①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針

ⅰ） 衛星測位

・準天頂衛星初号機「みちびき」の設計寿命が到来する平成32年度以降も確実に4機

体制を維持すべく、平成○年度からみちびき後継機の検討に着手する【調整中】。ま

た、安全保障分野での重要性、ユーザーの利便性、産業誘発効果、運用の効率性等

に係る総合的な検証を行いつつ、持続測位が可能となる7機体制の確立のために必

要となる追加3機については、平成○年度をめどに開発に着手し、平成○年度をめど

に運用を開始する。その際、開発・運用コストの縮減と平準化を図る【調整中】。あわ

せて、米国GPSとの連携強化の在り方についても検討を行い、必要な措置を講じる。

（内閣府）

新「宇宙基本計画」（素案） （平成26年11月8日）
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（２） 具体的取組
①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針
ⅱ） 衛星リモートセンシング

・情報収集衛星については、安全保障分野における活用を一層強化する観点から、
自衛隊を含む関係機関の活動により直接的に寄与することを基本として、ユーザー・
ニーズの反映と運用効果の検証の態勢、情報共有の在り方、情報収集衛星の抗た
ん性確保の在り方等について検討を行い、必要な施策を講じる。また、このような施
策を実施しつつ、情報収集衛星の機能の拡充・強化や即時性・即応性の強化に向け、
データ中継衛星の開発に平成○年度【調整中】から着手し、先端技術等に係る研究
開発に取り組み、機数増を含め、情報収集衛星の体制を継続的に強化する。また、
従来の4機体制を構成する衛星に関しては、引き続き、解像度を含む情報の質等を
最先端の商業衛星を凌駕する水準まで向上すること等により、機能の拡充・強化を図
るとともに、開発期間の短縮や設計寿命の延長等を進め、コストの縮減を図る。なお、
引き続き、先端技術の民間転用等により、我が国の衛星技術基盤の強化を図る。
（内閣官房）
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・我が国の宇宙インフラの抗たん性・即応性の観点から、特定領域の頻繁
な観測が可能な即応型の小型衛星等について、その運用上のニーズや
運用構想等に関する調査研究に平成27年度に着手する。また、即応型の
小型衛星と情報収集衛星との連携可能性についても検討を行う。（内閣官
房、内閣府、文部科学省、防衛省等）

・データの継続的提供により産業界の投資の「予見可能性」を向上させ、ま
た関連技術基盤を維持・強化する観点から、我が国の技術的強みを生か
した先進光学衛星については平成○年度に開発に着手し、平成○年度を
めどに運用を開始する【調整中】。また先進レーダ衛星については平成○
年度をめどに開発に着手し、平成○年度をめどに運用を開始する【調整
中】。切れ目なく衛星を整備するため、光学・レーダ衛星それぞれの設計寿
命及び開発期間を踏まえ、先進光学衛星の後継機については、平成○年
度をめどに開発に着手し、平成○年度をめどに運用を開始する【調整中】。
また、先進レーダ衛星の後継機については、平成○年度をめどに開発に
着手し、平成○年度をめどに運用を開始する【調整中】。（文部科学省）
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・静止気象衛星は台風・集中豪雨の監視、航空機・船舶の安全運航、地球
環境や火山監視等、国民の安全・安心に不可欠であり、切れ目のない気
象観測に取り組む。平成26年に打ち上げ、現在軌道上に待機中のひまわ
り8号については、平成27年夏をめどに運用を開始する。また、ひまわり9
号については、平成28年をめどに打ち上げ、平成34年をめどに運用を開
始する。また、切れ目のない気象衛星観測体制を確実にするため、平成○
年度をめどに後継機の製造に着手するとともに、平成○年度をめどに運
用を開始する【調整中】。（国土交通省）

・温室効果ガス観測技術衛星については、2号機を平成29年度をめどに打
ち上げる。また、主要な温室効果ガス排出国の排出の監視を強化するとと
もに、全球の温室効果ガスの継続的な観測体制を整備するため、3号機の
開発に平成○年度をめどに着手し、平成○年度に打ち上げることを目指
す【調整中】。（文部科学省、環境省）
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・現在開発中の災害予防・対応、地球環境観測や資源探査のための取組

を着実に進める。今後、上記以外の新たなリモートセンシング衛星の開発

及びセンサ技術の高度化に当たっては、我が国の技術的優位や、学術・

ユーザーコミュニティからの要望、国際協力、外交戦略上の位置づけ等の

観点を踏まえ、地球規模課題の解決や国民生活の向上への貢献など、出

口が明確なものについて優先的に進める。その際、複数の衛星間でのバ

ス技術の共通化や、国際共同開発、人工衛星へのミッション器材の相乗り、

衛星データの国際共有等国際社会との連携を通じて効果的・効率的に取

組を進める。（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、

環境省）
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（２） 具体的取組
①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針
ⅲ） 衛星通信・衛星放送

・通信・放送衛星に関する技術革新を進め、最先端の技術を獲得・保有し
ていくことは、我が国の安全保障及び宇宙産業の国際競争力の強化の双
方の観点から重要である。このため、今後の情報通信技術の動向やニー
ズを把握した上で我が国として開発すべきミッション技術や衛星バス技術
等を明確化し、技術試験衛星の打ち上げから国際展開に至るロードマップ、
国際競争力に関する目標設定や今後の技術開発の在り方について検討
を行い、平成27年度中に結論を得る。これを踏まえた新たな技術試験衛
星を平成○年度をめどに打ち上げることを目指す【調整中】。また、継続的
な国際競争力強化の観点から、10年先の通信・放送衛星の市場や技術の
動向を予測しつつ、次々期の技術試験衛星について先行的に検討を進め
る。（総務省、文部科学省、経済産業省）
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・抗たん性が高く、今後のリモートセンシングデータ量の増大及び周波数の

枯渇に対応する光データ中継衛星の開発に平成○年度に着手し、平成○

年度をめどに打ち上げる【調整中】。（総務省、文部科学省）

・Xバンド防衛衛星通信網については、効率的な整備手法を検討しつつ、3

号機の整備に平成○年度をめどに着手する。あわせて、安全保障用途の

通信の秘匿性確保及び抗たん性向上に資する衛星防護策を検討し、必要

な施策を講じる【調整中】。（防衛省）
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（２） 具体的取組
①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針
ⅳ） 宇宙輸送システム

・我が国の自立的な打ち上げ能力の拡大及び打ち上げサービスの国際競
争力の強化に資する「新型基幹ロケット」について、平成32年度の初号機
の打ち上げを目指し、ロケットの機体と種子島宇宙センター等の地上シス
テムを一体とした総合システムとして開発を着実に推進する。これにより、
民間事業者による打ち上げサービスの速やかな開始及び政府衛星の打ち
上げに対応した上での国内外の衛星打ち上げサービス受注の拡大を可能
とすることを目指す。また、現行のH-ⅡA／Bロケットから「新型基幹ロケッ
ト」への円滑な移行について検討を行い、平成27年度末をめどに結論を得
る。（文部科学省）
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・即応性が高く、戦略的技術として重要な固体燃料ロケットのイプシロンロケットにつ
いて、平成27年度末をめどに打ち上げ能力の向上及び衛星包絡域の拡大のための
高度化を完了する。また、安全保障、地球観測、宇宙科学・探査等の様々な衛星の
打ち上げニーズに対応し、「新型基幹ロケット」の固体ロケットブースターとのシナジー
効果を発揮できるような将来の固体ロケットの形態の在り方について、H-ⅡA／Bロ
ケットが運用を終了し、「新型基幹ロケット」へ移行が完了する時期に切れ目なく運用
開始できるよう、平成27年度に検討に着手する。（内閣官房、文部科学省、防衛省
等）

・我が国の宇宙システムの抗たん性の観点から、射場の在り方に関する検討に平成
27年度に着手する。（内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等）

・即応型の小型衛星等の運用上のニーズや運用構想等に関する調査研究と連携し、
即応型の小型衛星等の打ち上げシステムの在り方等に関する検討に平成27年度に
着手する。（内閣官房、内閣府、文部科学省、防衛省等）
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（２） 具体的取組
①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針
ⅴ） 宇宙状況把握
・日米連携に基づく宇宙空間の状況把握のために必要となるSSA関連施設及び防衛
省やJAXAを始めとした関係政府機関等が一体となった運用体制を、平成30年代前
半までに構築する。これに並行して、我が国と米国戦略軍等との間で連携強化の在
り方について協議を進め、運用体制構築等に資する情報収集及び調整を図る。（内
閣府、外務省、文部科学省、防衛省等）

ⅵ） 海洋状況把握

・海洋の状況把握を担う関係府省において、我が国等が保有する各種の人工衛星を
試験的に活用する等により、MDAへの宇宙技術の活用について、航空機や船舶、地
上インフラ等との組み合わせや米国との連携等を含む総合的な観点から検討を行い、
平成28年度末をめどに知見等を取りまとめ、今後の関連計画に反映させる。（内閣官
房、内閣府、外務省、国土交通省、防衛省等）
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（２） 具体的取組

①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針

ⅶ） 早期警戒機能等

・早期警戒衛星等について、同盟国との協力等の代替手段、我が国にお

ける技術的実現可能性、費用対効果等を十分に勘案した上でその要否も

含めた検討を進め、必要な措置を講じる。（内閣官房、内閣府、防衛省）

ⅷ） 宇宙システム全体の抗たん性強化

・我が国及び同盟国が運用する宇宙システム全体の抗たん性を総合的か

つ継続的に保持・強化するため方策に関する検討を進め、平成27年度末

に結論を得て、必要な施策を講じる。（内閣官房、内閣府、防衛省等）
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（２） 具体的取組
①宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施方針
ⅸ） 宇宙科学・探査及び有人宇宙活動
・学術としての宇宙科学・探査は、今後とも世界的に優れた成果を創出し人類の知的
資産の創出に寄与する観点から、ボトムアップを基本としてJAXAの宇宙科学・探査
ロードマップを参考にしつつ、今後も一定規模の資金を確保し、推進する。
そこで、今後10年間では、戦略的に実施する中型計画に基づき3機、公募型小型計
画に基づき2年に1回のペースで5機打ち上げるとともに、多様な小規模プロジェクトを
着実に実行する。具体的には、Ｘ線天文衛星(ASTRO-H)、ジオスペース探査衛星
(ERG)、水星探査計画（BepiColombo）等のプロジェクトを進める。また、国際共同
ミッションである次世代赤外線天文衛星(SPICA)の2020年代中期の打ち上げに関す
る検討も行う。さらに、現在ISAS において検討中のプロジェクトについては、検討結
果を踏まえ、着実に進める。

また、太陽系探査科学分野については、ボトムアップの議論に基づく探査だけでは
なく、効果的・効率的に活動を行える無人探査を学術的大局的観点からプログラム化
して進める。具体的には、月や火星等を含む重力天体への無人機の着陸及び探査
活動を目標として、特に長期的な取組が必要であることから、必要な人材の育成に考
慮しつつ計画的に取り組む。（文部科学省）
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・国際宇宙ステーション（ISS：International Space Station）計画を含む有
人宇宙活動については、費用対効果を向上させつつ、我が国が引き続き
宇宙分野での国際的な発言力を維持するために、将来の人類の活動領域
の拡大へ寄与しつつ、技術蓄積や民間利用拡大の戦略的実施等が効果
的・効率的に行われることを前提に、これに取り組む。
具体的には、平成28年以降平成32年（2016年以降2020年）までのISS
の共通運用経費（CSOC：Common System Operations Costs）について
は、宇宙ステーション補給機「こうのとり」○機の打ち上げに加えて、将来
への波及性の高い技術によって対応する【調整中】。
また、平成33年以降平成36年（2021年以降2024年）までのISS延長へ
の参加の是非及びその形態の在り方については、他国の動向も十分に勘
案の上、外交、産業基盤維持、産業競争力強化、科学技術等に与える効
果と要する費用に関し様々な側面から総合的に検討を行い、平成28年度
末までに結論を得る。（文部科学省）
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（２） 具体的取組
④ 宇宙外交の推進及び宇宙分野に関連する海外展開戦略の強化
iii） 「宇宙システム海外展開タスクフォース（仮称）」の立ち上げ
・宇宙分野における政府及び民間関係者で構成する「宇宙システム海外
展開タスクフォース（仮称）」を平成27年度前半に立ち上げ、我が国が強み
を有する宇宙システムの輸出等、官民一体となって商業宇宙市場の開拓
に取り組む。

なお、我が国の宇宙システムの海外展開に当たっては、「国際協調主義
に基づく積極的平和主義」等を含む我が国の国家安全保障政策や、「政府
開発援助（ＯＤＡ）大綱」の見直しとの整合性を十分に踏まえることとする。
（内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産
業省、国土交通省、環境省、防衛省等）
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新「宇宙基本計画」工程表（全体版） （平成26年11月22日）

※本工程表及び個別の工程表に記載されている線表の期間や打ち上げ時期等は
現時点におけるめど等であり、各種要因の影響を受ける可能性がある。
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